
山形県認可外保育施設指導監督事務取扱要領 

 

第１ 総則 

 １ 目的及び趣旨 

この要領は、児童福祉法（以下「法」という。）等に基づき、認可外保育施設について、設

置の届出及び適正な保育内容及び保育環境が確保されているか否かを確認し、改善指導、改善

勧告、公表、事業停止命令、施設閉鎖命令等を行う際の手順等を定める。 

 ２ 認可外保育施設の定義 

この要領の対象となる施設は、法第６条の３第９項から第 12 項までに規定する業務又は第

39 条第１項に規定する業務を目的とする施設であって法第 34 条の 15 第２項若しくは同法第

35 条第４項の認可又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成 18 年法律第 77号。以下「認定こども園法」という。）第 17条第１項の認可を受けて

いないもの（同法第 58 条の規定により児童福祉施設又は家庭的保育事業等の認可を取り消さ

れた施設又は認定こども園法第 22 条第１項の規定により幼保連携型認定こども園の認可を取

り消された施設を含む。以下同じ。）をいう。 

 ３ 指導監督の事項及び方法 

 （１） 指導監督の事項 

指導監督は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「認可外保育施設に対する指導監

督の実施について」（平成 13 年３月 29 日付け雇児発第 177 号）の別添「認可外保育施設

指導監督基準」（以下｢指導監督基準｣という。）に基づき、児童の処遇等の保育内容、保育

従事者数、施設設備等について行う。ただし、法第６条の３第９項に規定する業務を目的

とする施設、同条第 12 項に規定する業務を目的とする施設（１日に保育する乳幼児の数

が５人以下のものに限る。）及び法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする施設に

あっては、指導監督基準の一部を適用しないことができる。 

また、指導監督は、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について」

（平成 17 年 1 月 21 日付け雇児発第 0121002 号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知。以下「証明書通知」という。）に基づき効果的・効率的に行う。 

 （２） 指導監督の方法 

指導監督は、第２から第７までに定めるところに従って行う。 

 （３） 指導監督の実施主体 

指導監督は、総合支庁保健福祉環境部児童福祉主管課（以下「総合支庁」という。）及

びしあわせ子育て応援部子ども保育支援課（以下「支援課」という。）が連携して行う。 

 ４ 認可外保育施設の把握 

 （１） 認可外保育施設の把握 

総合支庁は、認可外保育施設について、届出の提出を待つだけでなく、市町村及びその

他関係機関等の協力を得て、その速やかな把握に努める。 

 （２） 認可外保育施設の設置予定者等に対する事前指導 

総合支庁は、認可外保育施設の開設について、設置予定者等から相談があった場合や設

置について情報を得た場合には、別紙１により法に基づく指導監督の趣旨及び内容等を説

明するとともに、法等関係法令及び指導監督基準の遵守を求める。 



また、当該認可外保育施設が届出対象施設に該当する場合は、別紙２により市町村を経

由して届出を行うよう指導する。届出があった場合には、その写しを支援課あて送付する。 

 （３） 届出懈怠施設及び虚偽の届出をした認可外保育施設への措置 

総合支庁は、届出対象施設であるが、開設後１か月を経過後も届出を行っていない施設

を把握した場合には、別紙３により期限を付して市町村経由のうえ届出を行うよう求める。 

期限を過ぎても届出がない場合であって、届出の督促に応じない等、届出の見込みがな

いと認められるときは支援課に報告する。支援課は、非訟事件手続法（平成 23 年法律第

51 号）に基づき、別紙４により過料事件の手続きを行う。 

また、届け出た事項が指導監督により虚偽の届出であることが判明した場合についても

同様である。 

 

第２ 通常の指導監督 

 １ 通則 

通常の指導監督は、報告徴収及び立入調査により行う。 

総合支庁及び支援課は、指導監督に当たっては、法に基づく指導監督の趣旨及び内容等を明

らかにし、関係者の理解及び協力が得られるよう努めることを旨とするが、保育内容、保育環

境等に問題があると認められる又は推定されるにもかかわらず、関係者の理解、協力等が得ら

れない場合には、法に基づき厳正に対処する。 

 ２ 報告徴収 

 （１） 運営状況報告の対象 

総合支庁は、管内の認可外保育施設の設置者又は管理者に対して、運営状況の報告を、

別紙５により市町村を経由して報告するよう回答期限を付して求める。その際、次のよう

な場合にも市町村を経由して報告するよう併せて指示する。 

①事故等が生じた場合の報告（別紙６） 

②長期滞在児がいる場合の報告（別紙７） 

③届出事項に変更が生じた場合の報告（別紙８） 

④事業を廃止し、又は休止した場合の報告（別紙９） 

 （２） 運営状況報告がない場合の取扱い 

（１）による報告がない場合については、文書により期限を付して求める。 

 （３） 特別の報告徴収の対象 

総合支庁は、当初の届出事項からの変更が認められる場合、運営状況報告の内容に疑義

がある場合、臨時の報告又は長期滞在児の報告はないがその事実が判明又は強く疑われる

場合、利用者から苦情や相談又は事故に関する情報等が行政機関等に寄せられている場合

等で、児童の処遇上の観点から施設に問題があると考えられる場合には、随時、特別に報

告を求める。 

なお、この際には、必要に応じて３（１）②の特別立入調査の実施を考慮する。 

 （４） 支援課への報告 

総合支庁は、（１）については毎年度５月末日までに、（３）については速やかに支援課

に報告する。 

 ３ 立入調査 



 （１） 立入調査の対象 

    ① 通常の立入調査の対象 

総合支庁は、管内の届出対象施設について、年１回以上立入調査を行うことを原則と

する。 

また、法第６条の３第９項に規定する業務を目的とする施設又は同条第 12 項に規定す

る業務を目的とする施設（１日に保育する乳幼児の数が５人以下のものに限る。）に対す

る立入調査についても、年１回以上行うことを原則とする。これが困難である総合支庁

においては、立入調査に代えて、当該施設の長又は保育従事者を一定の場所に集めて講

習等の方法により集団指導を年１回以上行うことをやむを得ない。ただし、苦情等の内

容が深刻であるとき若しくはその件数が多いとき又は研修を長期間受講していない保育

従事者が多いときなど、総合支庁が必要と判断する場合には、当該施設に立入調査を行

う。 

法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする施設については、立入調査に代えて、

施設の設置者若しくは管理者（以下「事業所長」という。）又は保育従事者を一定の場所

に集めて講習等の方法により集団指導を年１回以上行う。ただし、苦情等の内容が深刻

であるとき若しくはその件数が多いとき又は研修を長期間受講していない保育従事者が

多いときなど、総合支庁が必要と判断する場合には、立入調査を行う。また、届出対象

外施設についても、できる限り立入調査を行うよう努力する。 

これらの施設について、定期的な立入調査の実施が難しい場合は、市町村の協力を得

て当該施設に訪問するなどして状況を確認する。 

ただし、認可外保育施設が多数存在し、全施設に対して年１回以上の立入調査を当面

行うことができない総合支庁にあっては、例えば、前回の立入調査の結果や、立入調査

の際必要な項目についてあらかじめ自主点検表を提出させその内容等を考慮するなどし

て、対象施設を絞って重点的に指導監督を行うこともやむを得ない。 

また、 立入調査を行う場合であっても、前年の立入調査において適正な運営がされて

おり指導監督基準を満たしていた施設については、次年度において、一部の項目は書面

等による確認のみ行うなど、項目を絞って実施することもやむを得ない。さらに、相当

の長期間経営されている認可外保育施設であって児童の処遇をはじめその運営が優良で

あるものについては、運営状況報告の徴収は毎年度としつつも立入調査は隔年とするこ

とができる。しかしながら、これらの場合にあっても、ベビーホテルについては、必ず

年１回以上立入調査を行う。 

② 特別立入調査の対象 

総合支庁は、死亡事故等の重大な事故が発生した場合、児童の生命・心身・財産に重

大な被害が生じるおそれが認められる場合（こうしたおそれにつき通報・苦情・相談等

により把握した場合や重大事故が発生する可能性が高いと判断した場合等も含む。以下

同じ。）又は利用者から苦情や相談が寄せられている場合等であって、児童の処遇上の

観点から施設に問題があると認められるときには、届出対象施設であるか否かにかかわ

らず、随時、特別に立入調査を実施する。 

    ③ 事務所への立入調査 

総合支庁は、認可外保育施設への立入調査だけでは、運営状況等が十分に把握できな



い場合は、当該施設の設置者等の事務所に対して立入調査を実施し、必要な報告を徴収

する。 

 （２） 立入調査の手順 

    ① 実施計画の策定 

総合支庁は、立入調査の実施計画を、届出対象施設であるか否かにかかわらず、問題

を有すると考えられる施設について重点的に指導ができるように配慮して策定し、毎年

度６月末日までに別紙 10 により支援課に報告する。 

    ② 立入調査の指導監督班の編成等 

立入調査の指導監督班は、原則として総合支庁職員２名以上とし、児童の処遇面で問

題を有すると考えられる場合などは、必要に応じ、専門的知識を有する者を加える。立

入調査により指導監督を行う職員は、身分を証明する証票（法施行規則第 14 号様式）

を携帯する。 

また、この証票は、緊急の立入調査等に備え、総合支庁及び支援課がそれぞれの職員

分をあらかじめ交付しておく。 

    ③ 市町村との連携 

総合支庁は、立入調査に当たっては、別紙 11 により立入調査対象施設が所在する市町

村に対し立会いを求める等必要な連携を図る。 

なお、市町村は、幼児教育・保育の無償化の対象施設・事業である特定子ども・子育

て支援施設等（子ども・子育て支援法第 30 条の 11 第１項）に対して、「特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準

（平成 26 年内閣府令第 39 号）」の第 53条から第 61 条の規定を遵守させるため、「特定

子ども・子育て支援施設等指導指針」及び「特定子ども・子育て支援施設等監査指針」

（令和元年 11 月 27 日付け府子本第 689 号、元文科初第 1118 号、子発 1126 第２号「特

定子ども・子育て支援施設等の指導監査について」別添１及び２）に基づき、子ども・

子育て支援法第 30 条の３において準用する第 14 条第１項に定める指導と、子ども・子

育て支援法第 58条の８第１項に定める監査を行うことが求められている。 

そのため、立入調査に当たっては、事前に市町村の指導内容を把握するとともに、監

査が実施された場合には、指摘事項や改善状況を確認し、効果的・効率的な調査を実施

する。 

    ④ 関係部局との連携 

総合支庁は、防災上、衛生上の問題等があると考えられる施設については、消防部局、

衛生部局等と連携して指導を行う。 

なお、支援課は、設置届及び報告の徴収により把握した内容で、消防部局及び衛生部

局等と連携する上で必要な事項について、別紙 12 により情報提供を行う。 

    ⑤ 新規把握施設への対応 

総合支庁は、年度途中に新規に把握された施設については、実施計画に基づく調査と

は別に、速やかに立入調査を行う。 

    ⑥ 事前通告 

総合支庁は、立入調査に当たっては、当該施設における帳票等の準備のために、設置

者又は管理者に対し、別紙 13 により期日を概ね２週間程度前を目途に通告するが、当



該施設において死亡事故等の重大事故が発生した場合又は児童の生命・心身・財産に重

大な被害が生じるおそれが認められる場合等は、実施する特別立入調査の目的に照らし

て、必要に応じて、事前通告せずに特別立入調査を実施する。 

    ⑦ 保育従事者及び保護者からの聴取等 

総合支庁は、立入調査における調査、質問等を、設置者又は管理者に対して行うこと

を通例とし、必要に応じて、保育従事者からも事情を聴取する。また、施設内での虐待

や虚偽報告が疑われる場合等は、利用児童の保護者等から事情を聴取するほか、施設内

での虐待が疑われる場合は、利用児童の様子を確認する。 

    ⑧ 口頭の助言、指導等 

総合支庁は、改善指導を文書で行うことを原則とするが、これに先立ち立入調査の際

においても、必要と認められる助言、指導等を口頭により行う。 

    ⑨ 指導監督結果の検討 

総合支庁は、立入調査により行った指導監督の結果について、指導監督担当職員の所

見や現地における状況等に基づき、施設の問題点を明らかにした上で、これに対する措

置を具体的に決定し、速やかに問題点の解消に努めるよう必要な措置を講じる。具体的

には、第３から第５までに規定するところによる。 

また、死亡事故等の重大事故が発生した場合に行う検証において、事故の発生前まで

に実施した指導監督及び事故に関連して行った指導監督の結果並びに措置状況等につ

いて、事故後に行う検証において活用する。検証が行われた場合、今後の管内の施設に

対する指導監督については、検証結果を反映して実施する。 

 

第３ 問題を有すると認められる場合の指導監督 

 １ 通則 

総合支庁及び支援課は、立入調査の結果、指導監督基準等に照らして改善を求める必要があ

ると認められる場合は、改善指導、改善勧告、公表、事業停止命令又は施設閉鎖命令の措置を

通じて改善を図る。 

 ２ 改善指導 

 （１） 改善指導の対象 

総合支庁は、立入調査の結果、指導監督基準に照らして、改善を求める必要があると認

められる認可外保育施設については、文書により改善指導を行う。ただし、軽易な場合は

口頭による指導を行うことを妨げない。 

 （２） 改善指導の手順 

    ① 改善指導の内容 

総合支庁は、立入調査実施後概ね１か月以内に改善されなければ、法第 59 条第３項

に基づく改善勧告及び同法第 59 条第４項に基づく公表の対象となり得ることを示した

上で、改善すべき事項を別紙 14 により通知する。 

この場合、概ね１か月以内の回答期限を付して文書により報告を求める。また、改善

に時間を要する事項については、概ね１か月以内に改善計画の提出を求める。 

    ② 改善指導結果の確認 

総合支庁は、改善指導に係る回答又は提出があった場合は、その改善状況を確認する



ため、必要に応じ、設置者又は管理者に対する出頭要請や施設又は事務所に対する特別

立入調査を行う。回答期限又は提出期限が経過しても報告又は提出がない場合について

も同様とする。 

    ③ 改善指導及び結果の確認等の報告 

総合支庁は、改善指導及び結果の確認等の状況を毎年度、翌年５月末日まで別紙 15

により支援課に報告する。 

 ３ 改善勧告 

 （１） 改善勧告の対象 

総合支庁は、改善指導を繰り返し行っているにもかかわらず改善されず、改善の見通し

がない場合には、改善勧告の要否について支援課に協議する。 

 （２） 改善勧告の手順 

    ① 改善勧告の内容 

支援課は、改善勧告が必要と認めたときは、総合支庁の協議後（改善指導を経ずに改

善勧告を協議する場合にあっては総合支庁による立入調査実施後）概ね１か月以内に改

善されなければ、公表、事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象となり得ることを明示し

た上、改善勧告を別紙 16 により通知する。 

この場合、概ね１か月以内の回答期限を付して文書で報告を求める。なお、建物の構

造等から速やかな改善が不可能と認められる場合は、移転に要する期間を考慮して適切

な期限（この期限は３年以内とする。）を付して移転を勧告する。 

    ② 関係機関との調整 

総合支庁は、支援課が改善勧告を行う場合、必要に応じて、事前に又は事後速やかに、

児童相談所、近隣市町村、近隣児童福祉施設等の関係機関との間で、当該施設が運営を

停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の確保等について調整を図る。 

    ③ 確認 

支援課は、改善勧告を受けた設置者又は管理者から当該改善勧告に対する報告があっ

た場合は、その改善状況等を確認するため、総合支庁の協力を得て速やかに特別立入調

査を行う。回答期限が経過しても報告がない場合についても同様とする。 

また、必要に応じて、改善勧告に対する回答の期限内においても当該施設の状況の確

認に努める。 

 （３） 利用者に対する周知及び公表 

    ① 利用者に対する周知 

支援課は、改善勧告にもかかわらず改善が行われていない場合には、当該施設の利用

者に対し、改善勧告の内容及び改善が行われていない状況について個別通知等により周

知し、当該施設の利用を控える等の勧奨を行うとともに、利用児童に対する福祉の措置

等を講ずる。 

    ② 公表 

支援課は、改善勧告にもかかわらず改善が行われていない場合には、改善勧告の内容

及び改善が行われていない状況について報道機関等を通じて公表する。また、地元市町

村に対し、その内容を通知するとともに、公表するよう要請する。 

 



第４ 事業停止命令又は施設閉鎖命令 

 （１） 事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象 

支援課は、以下のいずれかに該当する場合は、弁明の機会を付与し、児童福祉審議会の

意見を聴き、事業停止又は施設閉鎖を命ずる。 

① 改善勧告にもかかわらず改善が行われていない場合であって、かつ、改善の見通しが

なく児童福祉に著しく有害であると認められるとき 

② 総合支庁による改善指導、改善勧告を行う時間的余裕がなく、かつ、これを放置する

ことが児童福祉に著しく有害であると認められるとき 

③ 乳幼児の生命身体に著しい影響を与えるなど、社会通念上著しく悪質であるとき 

 （２） 事業停止命令又は施設閉鎖命令の手順 

    ① 関係機関との調整 

総合支庁は、支援課が事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合、必要に応

じて、事前に又は事後速やかに、児童相談所、近隣市町村、近隣児童福祉施設等の関係

機関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の確保等に

ついて調整を図る。 

    ② 弁明の機会の付与 

支援課は、事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合は、別紙 17 により、

事前に弁明の機会を付与する。 

    ③ 児童福祉審議会からの意見聴取 

支援課は、弁明書の提出を受けた後又は提出期限を経過した後、速やかに児童福祉審

議会の意見を聴く。 

    ④ 事業停止命令又は施設閉鎖命令の発令 

支援課は、児童福祉審議会の意見を聴き速やかに判断した上で、別紙 18 により事業

停止又は施設閉鎖を命ずる。通常は事業停止命令を先ず検討すべきであるが、改善が期

待されずに当該施設の運営の継続が児童の福祉を著しく害する蓋然性がある場合は、施

設閉鎖命令を発する。 

 （３） 自治体間の情報提供及び公表 

支援課は、事業停止命令又は施設閉鎖命令をするために必要があると認めるときは、

他の都道府県知事に対し、施設の設置者に関する情報その他の参考となるべき情報の提

供を求めることができる。この場合、提供を求めることができる情報の範囲は、名称、

所在地、設置者及び管理者名、処分の内容等（処分を行った自治体、処分の種類、処分

年月日をいう。以下同じ。）の基本的な情報に加え、処分の要件に該当すると判断するに

至った事実に係る情報とする。 

この場合、処分の要件に該当すると判断するに至った事実に係る情報とは次のとおり

とする。ただし、次に掲げる情報に当たる場合であっても、被害児童の氏名・住所など

の被害児童を本人とする個人情報その他の提供することにより被害児童の権利利益を不

当に侵害するおそれのある個人情報は、被害児童のプライバシー保護の観点から提供し

てはならないものとすること。 

・指導監督基準の該当箇所、当該基準に対する違反の内容、その事実認定のために必

要最小限な証拠書類に係る情報 



・わいせつ行為や暴行等の「乳幼児の生命身体に著しい影響を与えるなど、社会通念

上著しく悪質であるとき」に該当するものについては、その行為の内容（例：利用

児童に対するわいせつ行為があった）に係る情報のうち、児童の生命及び心身の安

全確保の目的に照らして必要最小限度の情報 

支援課は、この情報提供の求めを効率的に行うことができるよう、第８の２の厚生労

働省への報告については遺漏なく行うこと。なお、当該報告を受けて、厚生労働省が情

報（名称、所在地、設置者及び管理者名、処分の内容等に限る。）を集約し、各都道府県

が閲覧できることとするので支援課及び総合支庁は活用すること。（法第 59 条第７項参

照） 

支援課は、事業停止又は施設閉鎖命令を行った場合は、その名称、所在地、設置者及

び管理者名、処分の内容等について報道機関等を通じて公表する。また、支援課が公表

する情報は、利用者の施設選択に当たっても重要な情報であることから、地元市町村に

対し通知するとともに、可能な限りその内容を公表するよう要請する。 

 

第５ 緊急時の対応 

 （１） 緊急時の手順 

支援課は、児童の福祉を確保すべき緊急の必要があるときには、第３及び第４までの手

順によらず文書による改善指導を経ずに改善勧告を行う、改善指導・改善勧告を経ずに事

業停止命令若しくは施設閉鎖命令の措置を行うなど、児童の安全の確保を第一に考え迅速

な対応を行う。 

 （２） 緊急時の改善勧告 

支援課は、児童の福祉を確保するため、次の場合は改善指導を経ることなく改善勧告を

行う。 

①著しく不適正な保育内容や保育環境である場合 

②著しく利用児童の安全性に問題がある場合 

③その他児童の福祉のため特に必要があると認められる場合 

 （３） 緊急時の事業停止命令又は施設閉鎖命令 

支援課は、児童の生命又は身体の安全を確保するために緊急を要する場合で、あらかじ

め児童福祉審議会の意見を聴くいとまがないときは、当該手続きを経ないで、事業停止又

は施設閉鎖を命じることができる。 

この場合、弁明の機会の付与は事後的に行う必要はなく、また、児童福祉審議会に対し

ては事後速やかに報告するものとする。 

 

第６ 証明書交付 

 １ 立入調査 

総合支庁は、証明書の交付は、第２の３に定める立入調査及び第３の２に定める改善指導の

結果を踏まえて行う。 

 ２ 改善指導 

立入調査の結果に基づく改善指導については、第３の２に定められているが、立入調査結果

の評価については、証明書通知の別紙「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付



要領」の別表（以下「別表」という。）の基準によるものとする。 

具体的には、Ｂ判定の事項（指導監督基準を満たしていないが、比較的軽微な事項であって

改善が容易と考えられるもの）については口頭による改善指導（以下「口頭指導」という。）

により対応することとし、Ｃ判定の事項（指導監督基準を満たしていない事項で、Ｂ判定以外

のもの）については文書による改善指導（以下「文書指導」という。）により対応することを

原則としたこと。ただし、Ｂ判定の事項であっても、以前の立入調査において指摘がなされた

ことがあり、新たな立入調査によっても再度指摘がなされる場合など、児童の安全確保の観点

から特に注意を促す必要がある場合には、文書指導を行うべきこと。 

この評価の結果、文書指導を行う場合には、第３の２（２）①に従い、概ね１か月以内の回

答期限を付して文書による報告を求める等の措置を講じる。また、口頭指導を行う場合には、

立入調査時に対面により、又は事後に文書による報告若しくはこれに準ずる電話・ＦＡＸ等の

方法により、改善状況の確認を行う。 

３ 証明書の交付 

指導監督基準を満たす旨の証明書は、総合支庁が、管内の認可外保育施設（届出対象外施設

は除く）について立入調査を実施し、別表の全項目について適合していることを確認した場合

に、１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設の設置者等に対しては別紙 18－２により、

法第６条の３第９項に規定する業務又は同条第 12 項に規定する業務を目的とする施設（１日

に保育する乳幼児の数が５人以下のものに限る。）の設置者等に対しては別紙 18－３により証

明書を交付する。 

また、法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする施設の設置者等に対しては、総合

支庁が、集団指導又は立入調査を実施し、別表の全項目について適合していることを確認した

場合に、複数の保育に従事する者を雇用している者については、別紙 18－４により、複数の

保育に従事する者を雇用していない場合については別紙 18－５により交付する。 

また、２の改善指導を行った場合でも、その指導事項の改善状況の確認により、当該施設が

別表の全項目について適合していることを確認した場合には、証明書を交付する。 

証明書を交付したときには、別紙 18－６により支援課あて報告する。 

なお、証明書の有効期間は、これを総合支庁が交付した日から、次の４によりその返還を求

められたときまでである。 

４ 証明書の返還 

   ３の証明書の交付を受けた者が、第２の３（１）①の通常の立入調査又は②の特別立入調査

等により、３に定める証明書交付の要件を満たさなくなったと認められるときは、総合支庁は

証明書の返還を求めるとともに、当該返還を求めた日付につき記録を残しておく。また、立入

調査により、新たに証明書を交付する場合には、先に交付した証明書につき回収を行う等適切

な措置を講ずる。 

   証明書の返還があったときには、別紙 18－７により支援課あて報告する。 

５ 証明書の再発行 

   当該施設の設置者等は、３の証明書を紛失等した場合には、証明書の再交付を求めることが

できる。再交付を受けた後、紛失等した証明書を発見したときは、ただちに、発見した証明書

を総合支庁に返還しなければならない。 

   証明書を再交付したときには、別紙 18－８により支援課あて報告する。 



 

第７ 情報提供 

 １ 市町村等に対する情報提供 

総合支庁は、市町村及び消防部局や衛生部局等との連携により指導監督に当たる必要がある

ため、法令に定める市町村への通知事項以外にも、報告徴収及び立入調査等の状況や改善指導

を行った後の当該施設の状況等については、適宜、市町村等に情報の提供を行う。 

あわせて、利用者からの相談を受けた市町村、消費生活センター等との間で情報共有を図る

こと。 

 ２ 一般への情報提供 

総合支庁及び支援課は、地域住民に対して認可外保育施設を担当する窓口や利用者が相談で

きる窓口（市町村の利用者支援事業の担当窓口、消費生活センター等）について周知するとと

もに、認可外保育施設の状況についての情報を提供する。市町村に対しても同様に地域住民へ

の情報提供を求める。 

 

第８ 雑則 

 １ 記録の整備 

総合支庁は、認可外保育施設ごとに届出された事項、運営状況、指導監督の内容等の必要な

記録を別紙 19 により整備する。 

 ２ 厚生労働省への報告 

支援課は第３の３、第４、第５の（２）又は第５の（３）の措置を講じた場合は、別紙 20

により厚生労働省に報告する。 

 

附則 

 この要領は、平成 14年４月１日から適用する。 

附則 

 この要領は、平成 14年 10 月１日から適用する。 

附則 

 この要領は、平成 15年１月１日から適用する。 

附則 

 この要領は、平成 17年２月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 18 年４月１日から適用する。  

附則 

 この要領は、平成 19年４月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 22 年４月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 23 年９月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 27 年４月１日から適用する。 



附則 

この要領は、平成 28 年２月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 28 年７月１日から適用する。 

附則 

この要領は、平成 29 年３月 10 日から適用する。 

附則 

この要領は、令和２年７月 10 日から適用する。 

附則 

 この要領は、令和３年３月 22 日から適用する。 

附則 

 この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

附則 

 この要綱は、令和３年６月 22 日から適用する。 

附則 

 この要綱は、令和４年 12 月 23 日から適用する。 

 


